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世論調査の研究者の立場から、2009 年総選挙と世論調査の関係を

話していただいた。相乗り調査の説明責任や調査対象者に届かない

電話調査など現状への注文もあったが、「がんばれ世論調査」とエ

ールを送る。「負け馬効果」説も出た。世論調査である党の支持が

少数とわかると、人々はあえて応援しようとはしない。「いま、自

分をとりあえず多数に置いて、安心しておきたいというのがありま

す。自分を社会の多数のほうに置くというか、そこから自分が外れ

るということに対する不安というか、恐怖感というのが皆さん、お

ありです」 

 
 

○C 社団法人 日本記者クラブ 
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世論調査へのエール レジュメ 

                         

                                 

 

１. 世論調査民主主義の近況 

・「結果の一致(金太郎飴的現象)」こそ 

問題 

・「ＲＤＤ化」した世論 

・政治家の世論調査依存に変化  

 

 

２. 今回の総選挙をめぐって 

・「早打ち＋出し抜き戦(ＲＤＤのお祭り)」

に曲がり角 

・世論(相乗り)調査の説明責任 

・インターネット社会とインターネット調

査  

 

 

 

付．政党支持から「そのつど支持」へ 

  ・政党支持者 ≒ 無党派層  

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

かわいそうな世論調査 

 
埼玉大学の松本でございます。きょうは、話

をする機会をちょうだいしましたことに感謝

申しあげます。 
選挙の後ということですけれども、私は、ご

存じの方もいらっしゃるかと思いますが、世論

調査に関して少し調べたり、あれこれしゃべっ

たりしておりますので、その関係で、今回の選

挙も含めて最近の世論調査をめぐる、政治だけ

じゃなくて、社会のこういう状況をどうみたら

いいのか、というようなお話をしていきたいと

思います。 
「世論調査へのエール」というタイトルにし

ました。実はもうちょっと俗っぽく、「頑張れ

世論調査」としようかなと思ったのですけれど

も、それじゃ、まるで何かフォルツァ・イタリ

アみたいだから、ちょっとやめようかなと思い

まして……。 
いずれにせよ、世論調査そのものに対して、

ちょっとエールを送りたいなと。別な言い方を

すると、ちょっと世論調査がかわいそうじゃな

いかなというふうにいま思っているのです。ど

ういう意味かというと、２つほどあって、１つ

は、世論調査をやっていらっしゃる、調査主体

であるマスコミの方たちに対して、ちょっと世

論調査、酷使し過ぎじゃない？ かわいそうじ

ゃない？ こういうことを申しあげたい。 
それは、逆にいうと、日本の世論調査という

のは、新聞、通信社が主体になって自前でやる。

各社がそれぞれ責任を持っておやりになる。こ

れで社会的に信頼を得て定着をしてきた。いっ

てみれば、日本の世論調査というのは、そうい

う意味での、マスコミがその信頼において担う

ものとして定着した、社会的な一つの財産だと

私は思っておりますので、現状からいうと、や

っぱりやり過ぎで、使い捨てにするのはちょっ

と酷じゃないのかなという意味で、かわいそう

だなと思うのです。 
それからもう一つは、調査の対象者でもあり、

なおかつ調査結果の受け手でもある社会の人
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たちに対しても、「世論調査がかわいそうじゃ

ありませんか」というふうに申しあげたい。そ

れは、確かにいまの世論調査、電話のＲＤＤな

んていうのは振り込め詐欺との戦いですので、

そういう中では、皆さん、よくお答えになって

いるな、というふうには思うのです。ただ、こ

の回収率の低下、答えてくださる方が非常に少

ないというところからいうと、あれほど世論調

査に答えるのを嫌がるのに、調査結果はこれほ

どもてはやすって何？ という、そういう気持

ちがあるのです。いろいろ批判したり文句をい

うのだったら、まずは、答えてみてからにして

くださいと、そういうことをちょっといいたい

なという意味で、“エール”という言葉にしま

した。 
お配りしたレジュメにありますように、「１」

と「２」に分けて、それから最後に事務局長の

中井さんからも、今回の選挙に関してちょっと

感想をというので、慌ててつけ加えましたけれ

ども、こんな順番でいきたいと思います。 
１番目の世論調査民主主義の近況というこ

とに関しては、世論調査政局とか世論調査型民

主主義とか、いろいろいわれているわけですけ

れども、世論調査の結果で政治が動いていくと

か、政治家の人たちが世論調査結果に依存し過

ぎじゃないかとか、あるいは調査主体の側の問

題はどうだとか、こういう話なのです。 
読んでくださっている方はいらっしゃらな

いと思うのですけど、いま話題になっているよ

うなこういうことは、私、６年前、２００３年

に『世論調査のゆくえ』という本で書きまして、

そういう話は、本人はもう飽きています。何を

いまさらというふうに思っていて、いまの議論

というのは、僕自身はもう完全に、「あ、そう

いえば、昔、私がいっていたね」ということば

かりなので、生意気をいうようですけれども、

殊さらそういうことをいうつもりはありませ

ん。 
ただ、「近況」としたのは、６年たって、じ

ゃあ、ああいう状況がどう変わったの？ 何か

新しい傾向が出てきたの？ という、そういう

ことでお話しできるかなというふうに思って

はいます。ただ、それに関しても、宣伝ばかり

で恐縮ですけれども、朝日新聞社さんが出され

ている「Journalism」という雑誌の８月号に、

最近の状況を書いてくれということで、書かせ

ていただきました。 
 
数値が違った福田改造内閣の調査 
 
タイトルは、当然、私がつけたのではないか

ら、刺激的で、「速報世論に依存する政治動向

と内閣支持率の意味するもの」というタイトル

なのですけれども、そこで書いたようなことを

「１」のところでは３つほど絞り込んでお話を

したいと思います。「２」のところが今回の総

選挙をめぐってちょっと感じたことというこ

とで、お話をしたいと思います。 
まず、「Journalism」で書いたことは、かい

つまんでいうと次の３つです。１つ目は、こう

いう内容に関して触れてくれという注文があ

ったので書いたのですが、たしか去年の８月に

福田内閣の改造があったと思うのですけど、同

時期に同じ調査方法で行った各社の数値が違

って、24％と 41％という開きがあって、あれ

がすごく話題になって、なぜだろうかと。調査

方法が違うのであればわかるのだけれども、そ

うではなくて、同じＲＤＤで同じ日付にやった

ものがどうしてこんなに違うのと。「絶対値の

違いが甚だし過ぎるのではないか」、それから

「これ、世論調査の信頼をなくすよ」というよ

うなことをいわれた方もいらっしゃったので

すけど、これについて触れてくれということで、

書いた話です。 
まずは、いわゆる建前論からいうと、結果が

一致することがそんなに大事なの？ という

思いがあります。なぜかというと、やっぱりい

まの世論調査の使われ方、使い方をみていると、

せっかく各社が自前で、いってみれば、いい意

味で横並びでおやりになっているのに、その横

並びの効用が生かされてないのではないかと

いうふうに思うのです。 
本来ならば、例えば、いま特定の政治課題が

ある、あるいは政策課題がある。それに関して、
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それぞれの社がいろいろな視点から調査をさ

れて、こういう聞き方をするとこうだけど、ま

たちょっと違った聞き方をするとこういう結

果が出ると。そういうことで使われたり、機能

を発揮するというのが本来の横並びの効用だ

と思うのです。世論調査結果の情報的な価値と

いうのは、そこにこそあるのだと思うのです。 
逆にいえば、やり方や聞き方を変えて実施す

ることによって結果が変わるというのは、いっ

てみれば、世の中の人たちがそのイシュー、課

題に関して、意見や感想も含めてはっきりとし

た賛否というのはまだ固まってないのだなと

いうふうに解釈できるわけです。逆にいうと、

形を変えたり聞き方を変えたりしても結果が

変わらないということは、みんな、もう意見が

固まっているんだね、はっきりしているんだね、

ということがつかめるわけです。本来、そうや

って解釈し、使われるべきものだと思うのです

けど、何か一致することが大事で、そのことが

品質基準みたいな、そういう状況というのは、

まずそもそもちょっと違うのではないかとい

う思いがあります。 
 
重ね聞きして追い込む方法 

 
さはさりながら、今回の福田改造内閣の支持

率というのは、同じ時期に同じ方法で、ほとん

ど同じような形式でやった中で、なぜこんなに

違いが出るのかという、その問題は確かにある

と思うのです。ただ、これも２つぐらいの理由

で説明がついてしまうのです。１つは重ね聞き

という話で、これはオペレーション上の問題で、

微妙なところを含むんだけれども、要は、「支

持しますか、しませんか」というのをお聞きし

たときに、はっきり答えない方がいらっしゃい

ますよね。その方たちにもう一度、「じゃあ…

…」という形で重ね聞きして、どっちに追い込

むか。そういうオペレーションをされている社

とそうじゃない社というのは、当然違いが出て

くる。それから前置きとして「改造」というよ

うな言葉が入るか、入らないかというのもくっ

ついてくるわけですけれども、それで大概この

違いが説明できてしまう。 
いまいった、重ね聞きするか、しないかとい

う、それぞれの社の特性があるのですけど、い

まのＲＤＤをみていると、内閣支持率の絶対値

の違いというのは、それをやっているか、やら

ないかで大体常に一定の傾向がみえる。福田改

造内閣のあの開きというのも、要するに、そう

いう特性というところの延長線上にあって、そ

れほど逸脱した結果だというふうには全く思

っていません。別な言い方をすると、本来なら

ば、それ以外の、運用上の違いというのがもう

ちょっと影響してもいいのではないかと私は

思います。ちょっと微妙なことですけれど。 
どういうことかというと、これ、いわゆるオ

ペレーションのところの、テレマーケティング

のオペレーションセンターで立ち会うとすぐ

わかるのですけれども、対象者をどこまで追い

求めるかというところが、社によってというか、

外注先の会社によって、調査主体である新聞社

と外注先の会社との関係によってというか、微

妙なのですけど、かなり違いがあります。要は、

ランダムに選ばれた相手をどこまでとことん

追い求めて捕捉するかということです。だから、

コールバックを何回するかとか、不在の場合に

何時まで待つのかとか、こういうことです。 
もっというと、最初に、ランダム・デジット・

ダイアリングですから、つくる番号の数をどの

くらい確保しておくかというのが、実はそこの

ところの運用を決めていくのです。そんなこと

がもうちょっと結果に影響するはずなのに、な

ぜ表向きのきれいな理由だけで決着がついて

しまうのだろうかという疑問を持っています。

運用の仕方によって、対象者に対する――僕は、

“世論調査へのいやいや度（リラクタント指

数）”といっているのですけど、追い求めて追

い詰めて、それで答えをもらっていくというや

り方が強ければ強いほど、当然、世論調査に答

える段階で、お相手のほうのいやいや度（リラ

クタント指数）というのは上がってくるはずで

す。そこのところを品よくやれば、それほど影

響は出てこないはずなのですが、このことは結

構大きいだろうなといつも思っているのです。

それがそんなに反映しない、いわゆる質問の方
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式とワーディングだけで大体その違いが説明

できてしまうことにこそ、ちょっと問題がある

のではないかな、と思っているわけです。 
私は、それをちょっと気に入らないと思って

いるのですけど、その気に入らない理由は換言

すれば、いまは世論というのがそういう感じに

なっているんだね、と。ここで「ＲＤＤ化した

世論」という次の話にそれで移っていきます。 
 
ＲＤＤ化した世論 

 
いまのＲＤＤの世論調査は、こう批判される

わけです。内閣ができたり、今度もそうでしょ

うけど、改造が行われたりすると、できるかで

きないうちに半ばフライングで調査が始まっ

て、で、結果が速報世論としてすぐ出てくる。

ということは、これって世論というよりも反応

を聞いているようなものなんじゃないのと。も

っといえば、「内閣改造、きょうありましたけ

ど、知っていますか、知りませんか」「はい、

知っていますよ」とお返事をもらっているぐら

いのものじゃないの？ というような批判が

あるのです。それは確かにそういうところはあ

るんだけど、いまの世論自体がそうなのではな

いかなと。 
要は、いまのＲＤＤの世論調査が、反応とし

ての世論しかとらえられないのではなくて、い

まの世論自体がそれ以上でもそれ以下でもな

くなってきているということではないのかな

と思うのです。表面的なところだけをいま世論

調査でとらえているということではなくて、ど

こをどうほじくってもそれ以上のものは出て

こないのではないかなというふうに思います。 
 
イエスかノーかを要求される社会 

 
考えてみれば、いまの社会というのがそうな

ってきているわけで、皆さんもご存じだと思い

ますけど、やっぱりいろいろな場面でスピード

が要求されて、その場でイエスか、ノーかとい

うことをはっきり表明する、答えるというのが

求められる。 
逆にいうと、「ちょっと待ってください」と

か、「よくわかりません」とか、こういう答え、

一種の留保が許されるかというと、いまの社会

というのは、そういうものが許されないわけで

す。即座に自分の、イエスか、ノーかというの

で反応し、判断しという、こういう形の世の中

になってきているのだから、いい悪いの問題を

私は一切いっていませんけれど、要するに、そ

ういう形の判断が求められる。逆にいうと、そ

れ以上は求められない、そういう社会の中で世

論というものをとらえていく方法としていま

のＲＤＤの世論調査というのは、かえって最適

な方法ではないかというふうに私はみていま

す。世論調査のせいにして、反応しかとらえら

れない、「これ、本当の世論じゃないよね」と

いってみて何になるのかなという、こういう気

がしています。これが２点目です。 
それから３点目、よく議論される、政治家が

世論調査に依存し過ぎじゃないのかなという

話なのですけれども、確かに、小泉内閣以降そ

の傾向が顕著です。一番印象的なのは、安倍内

閣ができるときなんていうのは、まさしく世論

調査の流れで、政治家が一気に自分の態度を決

めていくというようなところがあった。ただ、

いま、そのことの反省をされているのだと思い

ますけれども、ことしになってからでしょうか

ね、傾向に少し変化が出てきたのではないかな

というふうに思っています。 
 
岡田氏優位だったのに鳩山氏が勝った 

 
やっぱり、さしもの世論調査政治とか世論調

査政局、それからもうちょっというと、世の中

全体が、何か起こるとすぐ調査が行われて、結

果が出てくるものだという、こういう一種の世

論調査サイクルみたいなもので回っていくと

いうことに関しては、そろそろ変化が来たので

はないかなと思っています。政治家の世論調査

依存みたいなことでいうと、相変わらずなとこ

ろもあるのだけれども、ことしの５月以降の政

治の流れをみていると、結果的なんですけれど
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も、ちょっと変化が出てきている。 
どういうことかというと、例えば民主党の代

表選のときに、小沢氏がおやめになって、すぐ

代表選をおやりになった。そのときに、全部の

社ではないですけれども、いくつかの社が緊急

で世論調査をされて、「鳩山、岡田、どちらが

いいですか」という聞き方をされた。そうする

と、当然、あの時点では岡田氏が圧倒的優位だ

ったわけですよね。従来ならば当然、その世論

調査の結果を政治家は気にしますし、その上と

くに総選挙の直前ですから、それをさらに勘案

すると、もうちょっとその辺の影響があっても

よかったのかなというふうには思うのですけ

れども、実際の結果は鳩山氏が勝ったわけです。 
これは、もちろん世論調査の結果というもの

に左右されずに政治家の方たちが独自に判断

されたということではないかもしれません。僕

は政治家の方とおつき合いがないので知りま

せんけれども、よくいわれるように小沢氏の影

というのがあって、そういうものに影響されて

そういう結果になったのであって、世論調査と

は別の次元で彼らの投票行動というのが決ま

ったのかもしれません。ただ、結果的であれ、

当然、政治家たちは、世論は岡田氏支持が多い

よということを踏まえたうえでこの行動はさ

れているわけですので、その辺、いままでとは

違った傾向が出てきているのではないかな、と

あのとき思いました。 
 世論も世論で、現金なもので、つい二、三

日前は、「岡田、鳩山、どっちがいいですか」

と聞くと、圧倒的に岡田氏が優位だったんだけ

れども、二、三日後のその代表選で鳩山氏が当

選して、今度は「鳩山か、麻生か」と聞くと、

圧倒的に鳩山氏が多くなると。聞くほうも聞く

ほうだけど、答えるほうも答えるほうだなとい

う気はするのですけれども、でも、その程度に

なってきたのかな、ちょっと変化の兆しが出て

きたのではないかと思います。 
 
低支持率でも解散にこぎつけた 

 
それからもう一つは、これだけの低支持率の

麻生内閣が、低支持率のままで、もうすでに２

月の段階で２０％を切って１０％台になった

わけですが、２０％を下回った内閣がその後も

ずうっと続いて、曲がりなりにもご自分で解散

まで行くなんていうことは、いままでの常識か

らいうと考えられないわけです。しかし、その

後、半年ぐらいもって解散にこぎつけたという

のも新しい傾向かなというふうに思います。 
実態は、確かに世論調査とは関係ない次元で

進んでいるのかもしれません。自民党の中で麻

生氏を変えるというエネルギーがなかったと

いうことなのだと思いますけど、さはさりなが

ら、結局、もう間近に控えている総選挙でこの

内閣で戦えるかどうかというのは、この世論調

査の結果をみれば明らかなわけですから、それ

を承知のうえで、やっぱりそこまでつながって

きた、続いてきた。 
だから、そういう意味では、何度もいうんで

すけど、結果的であれ、政治家がその矜持を示

さざるを得なかった。この事実の効果というの

は、やっぱりこの先出てくるのかな。もちろん

鳩山内閣の支持率がどのくらいかというのは、

非常に世の中の注目を浴びるでしょうし、それ

は大きなことだと思いますけれども、いままで

とは違った世論調査政治とか世論調査民主主

義の様相が出てくるのではないかというふう

に、私は個人的に期待しています。 
 
政治家の世論調査依存を責めるな 

 
例えば、日本の世論調査と政治家ということ

でいうと、いま、政治家の方たち、政党の方た

ちはご自分でオートコールの世論調査とか、こ

ういうことをやられていますけど、ただ、これ

というのは、あくまでもいまの動向をみる、情

勢をみるということ、判断材料にされていると

いうところでとどまっていると思います。です

から、この辺にとどめておくのが無難だろうと

いうふうに思います。政治家の世論調査依存と

いうのをあまり強調しないほうがいいのかな

と思います。 
どういうことかというと、これ以上政治家を
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世論調査依存だとかなんとかだというふうな

形でいじめ過ぎると、次の展開はどうなるか。

当然、彼らは世論をどうやってつくるかという

ほうに知恵を使うようになる。プッシュポール

じゃないですけれども、ちょっと違った局面が

出てくると思うので、私が、曲がり角に来たと

いうのは、いい意味でとらえているというのは、

そういう意味です。この辺でとどめておくのが

無難なのではないかということです。この辺を

先ほどいった「Journalism」に書きました。 
 
行きつくところまで行った前倒し 
 
次に、２番目のところの「今回の総選挙をめ

ぐって」という話ですけれども、これは、どこ

までいっていいのか迷うところで、あまりはっ

きりいわないほうがいいのかもしれませんけ

れども。３点にまとめました。今回の総選挙の、

大きな特別世論調査とか選挙予測調査と称す

る、各選挙区の情勢を判断し、最終的にそれぞ

れの政党の議席数を予測するための調査に関

しては、早打ちというか、前倒しというか、そ

れぞれがいつやるかというのを、腹を探り合い

ながら、出し抜き戦みたいな、―――ＲＤＤを

使うからこそこういうことができるのだと思

いますけど、これを駆使した一種のお祭り的な

状況は行き着くところまで行ったなという気

がします。 
何かというと、調査を一番前倒しでやるとし

ても、当然、公示日より前にやるわけにはいか

ないわけですから、ついに公示日の当日という

ところまで前倒しが来たということです。これ

以上は行きません。 
それから大きな調査というものの頻度から

いっても、わずか１２日間で大きい規模を２回

もやる。これも多分、これ以上行き着くところ

はないと思います。ただ、そのことによって、

ちょっと踏み込んでいうと、こういうやり方と

いうのは、かえって窮屈なんだなということが

はっきりしたのではないかと思います。要は、

お金の問題もあるでしょうし、それから当然、

いわゆる調査のキャパシティー――まあ、調査

会社のキャパシティーもあるんでしょうけれ

ども、そういうことからいうと、やり方として、

結局こういうやり方ぐらいしかできない。こう

いうことがはっきりしてきたわけです。 
ということは、要するに、お金や、組織とい

うところからいうと、これしかできない。おし

りが決まっていて、そこからやり方を考えて、

それに対して理由づけして、こうだという形で

組んでいくしかないわけですね。そのことが割

合とはっきり出てきたので、前倒しだったり頻

度競争というのも行き着くところまで来たの

ではないか。多分、当事者の方たちは内心、も

うつき合い切れないよと思いつつやられてき

たのだと思うのですけれども、そういうところ

が現実にはこの先――来年の参院選というの

は、衆院選に比べて期間が長いので、おそらく

また期間中に大きい調査を２回おやりになる

というのは変わらないのかもしれないけれど

も、それはそれとして、現実としてはひとつの

到達点まで来たというふうに思います。 
 
社会の側は食傷気味 

 
それからもう一つは、こういう状況を社会の

側がどうみているかというと、やっぱり食傷ぎ

みにはなってきていると思うのです。当事者の

方たちもいらっしゃるので、いいにくいんです

が、当然、自問自答されていると思うわけです

よ。なかなか、こういうの、どんなもんだとい

うふうに思いながらもやらざるを得ないとこ

ろがという。 
そういうこともわかるのですけど、ただ、本

音のところではどうなのかというと、やっぱり

早打ちとか前倒しとかいうところからいうと、

ご自分の社がいま調査をやっているときに、も

うすでに別の社の結果が紙面に出ているとい

うのは屈辱以外の何物でもない。他社の結果が

出てから、あるいは出ているときに自分の社が

実際にいま調査をやっているということに関

して、内部的には、当事者的にはやり切れない

ところがあると思います。けれども、世の中の

人にとってみれば、そんなことは、ある意味で
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どうでもいいことだと思うのです。だから、そ

の辺も、いま、メディアというものに対して、

世の中の人たちがどういうふうに受けとめて

いるかということからいっても、そろそろター

ニングポイントではないのかなというふうに

思います。 
そしてもう一ついうと、それより何より、２

回やるとか、タイミングをどうするかというこ

と以上に、今回のような、こういう荒っぽい結

果の選挙であれば、それほどその精度というの

は問われないと思いますけれども、次回からは

それどころではなくなる、そういう状況が出て

くるのではないかと思います。そうすると、Ｒ

ＤＤの精度というのはそれに耐えられるのだ

ろうか。ここがもう一つのポイントのような気

がします。 
 
相手にリーチしない固定電話 
 
かかわっていらっしゃる方はよくおわかり

だと思いますけれども、いま、固定電話、ラン

ドラインの電話によるＲＤＤというのは、回収

率の前に、そもそもランドラインだけですので、

相手にリーチしないわけですよね。したがって、

どの社も、という言い方をすると失礼なのかも

しれないけれども、若い方にはほとんど到達し

ないので、２０代なんていうのは、トレンドと

いうか、継続でみていくと、その数値が怖くて

みていられないです。むしろ２０代の結果なん

ていうのは切ってしまったほうが客観性が高

いのではないか。それがもう３０代に移りつつ

あって、そういう精度なわけですよ。 
しかも、政治意識の点からいうと、結局、こ

このところわかってきたのは、全国的に均質な

わけです。どこの選挙区か、候補者がだれとだ

れの戦いなのか、そういう個別の条件というの

をもう超越して全国均質な傾向がみえるとい

うことですので、例えばあいまいな風が吹くと

か、こっちが強いとかいう、そういうドライブ

がかかったような形ではなくて、次は民主党も

それほど勝たないだろう、まあ、自民党もそこ

そこだ、みたいな状況が出てきたときに、具体

的にいえば、各選挙区で例えば３００～４００

人を対象にして聞きましたと。その時点でだれ

だれさんに投票しますという名前を挙げたい

わゆる名挙げ数が２００人ぐらいだったとし

ます。そしたら、Ａ党に入れるという人が９０

人いました。Ｂ党候補に入れる人が８０人いま

した。残り３０人ぐらいがほかの政党ですと。

いま、二大政党でシェアが８５％ぐらいだから、

そんなものですよね。そうすると、結局、率に

すると、４５％対４０％ですよね。ＲＤＤはそ

れで判定できるだけの精度なのかという問題。 
いまいったように、多分、今回の結果をみれ

ばわかるのですけれども、これからの選挙とい

うのは選挙区の別なく、大半の選挙区でそうい

う金太郎あめみたいな状況が出てくる可能性

がありますよね。そのときに、そこで判断、判

定できるのかという問題がその陰にあるので、

回数とかタイミングとかということも、それと

の見計らいで当然、設計せざるを得なくなるだ

ろう。こういう思いもここには込められていま

す。 
もう一つ、これがちょっと微妙な問題です。

世の中の人にはあまりこういう話はしないほ

うがいいと思うのですが、多分、ここはインナ

ーだと思うのでお話しします。社会との関係性

といったときに微妙な問題は、この２番目の問

題だと思います。先ほどもいいましたように、

日本の世論調査というのは、新聞、通信社の社

会的な信用、看板で成り立ってきたわけです。

だから、「何々新聞社の世論調査です」といえ

ば、いまは確かに振り込め詐欺と間違われるよ

うなところがありますけれども、何十年間続い

てきて、これだけの回収率を保ったというのは、

そこの信用で成り立ってきた。いまでもそうい

うところはありますよね。うちの学生たちでも

新聞社の世論調査には答えるといいますから、

ちょっと失礼な言い方ですけど、そういうとこ

ろはあるわけです。 
その点でいうと、有権者との関係性でいうと、

相乗りの調査をどういうふうに説明している

の？ という問題は気にかかります。今回は、

選挙の大きい調査で２つの社が相乗りのよう

なことをやられたと思うのです。総選挙のこう
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いう調査では初めてですけど、いままでもいわ

ゆる地方の市長選挙とか、それから出口調査な

んていうのは、そういうことは頻繁に行われて

いたので、実はいまに始まったことではないの

です。 
じゃ、調査の場面でどういうふうに説明され

ているのかというのがまずある。これは、それ

を確かめたわけではないのですが、今回の場合

は２つの社の名前をいわれて、「何々新聞社と

何々新聞社の世論調査ですが」というふうにオ

ペレーションではやられていたようなのです。

まあ、どっちの社の名前を先にいうかという問

題もあるけど、それはそれとして置いておいて、

じゃあ、その結果というものを公表したときに、

どういう公表のされ方をするかというと、いま

までどおり自社の、「何々新聞社の世論調査に

よると……」という形の報道をされているわけ

です。ここはちょっと気にかかるところで、こ

の辺の問題を今後どういうふうに……。これ、

なかなか難しいと思うのです。私は当事者じゃ

ないので、こうやっていいっぱなしで済むので

すが、当事者の方はなかなか大変だと思うのだ

けれども、今後、多分こういうことがふえてい

くと思うのです。 
なぜかというと、漏れ伺うところによると、

やっぱりお金の問題で相乗りせざるを得ない

ということは必然的なことのようですので、こ

れ以上踏み込むつもりはありませんが、今後、

非常に大きな課題として出てくるのではない

かと思います。これが、今回、有権者との関係

ということでいうと、ちょっと気になった。お

金の問題はあるんだろうけど、お金をけちって

社会的な信頼を失うというのは、ちょっともっ

たいなさ過ぎるなという気はします。はたから

みていてという、ちょっと無責任な言い方かも

しれませんけど、これが２点目です。 
 
インターネット調査の限界 
 
次に、従来からいわれている話ですけれども、

インターネット社会とインターネット調査と

いうことですが、選挙過程とか選挙運動でイン

ターネットがなかなか使えないということで、

これ、公職選挙法の限界だとみなさんいろんな

形でいわれて、そのことはそのとおりです。い

きなり、そちらの話まで行かないで、インター

ネット調査を例えばＲＤＤとか従来の方法に

かわる世論調査の方法として位置づけられ得

るかという問題を、まず考えてみたいのです。 
インターネット調査というのは、当初、すご

くバラ色の調査のように感じたんだけれども、

早くも限界がはっきりみえたなという気はし

ています。あまりいいたくないのですけど、結

局、インターネットユーザーがこれだけふえる

と、ネットモニター中心のインターネット調査

がネットユーザーというものを代表できなく

なってくる、そこのかけ離れがすごく大きくな

ってきたということなのです。ほんの数年前ま

でだと、ネット調査でモニターをすごくたくさ

ん抱えていらっしゃる会社なんていうのをみ

てみると、１００万、２００万人というような

モニターを抱えるようになれば、インターネッ

ト調査で何でもできる。要するに、いままでの

サンプリング調査のような形ができてきて、な

おかつインターネットというのは若い人にす

ごく浸透しているので、若い人のところもとれ

て、将来、非常に有望な調査であるということ

がほんの数年前までいわれていました。でも、

大きいところのネット調査会社は、実際にいま

１００万、２００万人のモニターを抱えていら

っしゃいますよね。そのモニターはどういう構

成になっているかというと、実はＲＤＤと同じ

で、若い人はほとんどいないのです。これはは

っきりしております。 
なぜかといったら、要するに、パソコンベー

スだから。いまネット調査というのはＰＣベー

スのモニター調査ですので、例えば、いまの１

０代とか２０代の若い人でパソコンでメール

をやりとりするという人は天然記念物みたい

なものです。私ぐらい以上はケータイではメー

ルしません、パソコンなのですけど。いま、パ

ソコンメール世代というのは、もうそういう感

じになっています。 
ネットの調査会社の方、関係者、私もいっぱ

い知り合いがいるのでいいたくはないけれど
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も、彼らと話していると、本音ベースでいうと、

「うちのネットモニターで１０代のモニター

って、一体どういう人でしょうね」と彼ら自身

がいうんです。そのくらい珍しい人たち、とい

う言い方をすると失礼なのかもしれないけれ

ども、そのぐらいになってきていて、これ、な

べて若い人をとれないというのは、今の世論調

査の宿命になってきていますので、この辺はい

かんともしがたいと思います。 
それから、例えば、いま調査のあり方で、郵

送調査はすごく見直されているというところ

があります。それはいわゆる調査員が介在しな

い。こちらから押しかけていかない。相手の都

合で、向こうの答えたいときに答えていただけ

る。そうでないと、もう答えはもらえないとい

う感じになってきている。 
つまり、いままでの面接とかＲＤＤというの

は、いってみれば、こちら側が相手のところに

突然押しかけていって、向こうの時間を切り取

って、強制して答えをもらうというやり方です

ので、こういう形ではもう答えはもらえない。

そのことは、いまの社会からいうとはっきりし

ている。 
そうすると、郵送かとなって、確かに郵送と

いうのは有望な方法だと思います。回収率もい

ま、すごく上がってきているし、私も自分でや

るときは、お金もないから郵送でやっています。

ただ、マスコミの調査で世論をとらえるために

は、やっぱりスピードという問題があるので、

１週間、２週間待っていると、いまの世論から

いうと、世論でなくなるわけですよね。そうす

ると、いますぐやりたいというときに、お金の

問題もあるから、手ごろに、インターネット、

どうだ？ という話になるのですけど、確かに

傾向をとらえていくためであれば、限界を知り

ながら使うことはできるかもしれないんだけ

れども、これを世論調査というふうに呼ぶかと

いうと、なかなか難しいなという気がします。 
 
コントロールできる回答 

 
それからもう一つは、インターネット調査に

お答えになったことのある方はおわかりにな

ると思いますけど、調査をする側が、事前にも

事後的にも回答をコントロールでき過ぎるの

です。要するに、回答者の回答を合理化でき過

ぎるのです。合理的に処理でき過ぎるのです。

これは多分おわかりの方しかわからない。やっ

てみてください。やってみるとわかるのですけ

ど、普通、我々の回答というのは、あいまいな

部分がありますよね。よくわからない部分とか、

賛否がはっきりわからない部分というのがあ

る。これをどちらかにはっきり分けるというか、

すべての回答を合理的な回答としてはめ込ん

でいくということが可能で、調査する側が、世

論というか、回答者の回答を合理的にコントロ

ールでき過ぎる。 
もうちょっと世の中の人たちというのはあ

いまいで、いいかげんで、僕もそうですけど、

自分の答えだって、きのうときょうでは違うか

もしれないわけですよ。そういうことを許容し

ないのは、あまり好きじゃないなというふうに

思います。そういう点からいうと、じゃあ、ど

の調査が決め手なのかといったときに、インタ

ーネット調査も、扱いがなかなか難しいなと思

います。 
ただ、次のインターネット社会とインターネ

ット調査についてですが、確かにけちをつけれ

ば、そういう形でインターネット調査はいくら

でもけちをつけられて、いわゆる世論調査のカ

テゴリーに入るかというと、「そんなの、世論

調査じゃないよ」といえば、それで済んでしま

うのです。だから、いまだに「世論調査」の呼

称を使っていらっしゃるところはなくて、イン

ターネット調査とか、モニター調査とか、ネッ

ト調査、あるいはアンケート調査にとどめてい

らっしゃる。それはそれで一つの見識だと思い

ます。ただ、インターネットの側からみれば、

インターネット社会というか、インターネット

調査も含めてですが、その側からみれば、それ

はどうということはない。要するに、「インタ

ーネット調査というのは世論調査じゃないよ」

というのは、あくまでも世論調査側からみた話

にすぎないわけですよ。だから、我々が世論調

査の側から、「インターネット、そんなもの、



 

10 
 

世論調査じゃないよ」といったところで、マン

モスのように巨大なインターネット社会にと

ってみれば、そんなことはびくともしないとい

うか、勝負にならないわけじゃないですか。 
 
世論調査 がんばって 

 
当然、世の中の大半の人たちはいまネットを

使って、いろんな情報をほとんどネットに依存

してやりとりしているし、社会とのかかわりと

いうのはネットを通じているわけです。いま盛

んにいわれているように、選挙運動とか選挙過

程というのも、ネットという環境の中で行われ

ていくことは明らかで、そうすると、世論とい

った場合に、じゃあ、どっちが世論を代表する

か、どっちが世論というものをリードしていく

のかといったら、もう勝負は目にみえているわ

けですから、正統派世論調査がかなうはずはな

いのです。 
したがって、そういう意味でも、私は、世論

調査、頑張ってねと。私は、世論調査の側に立

って、世論調査の味方で生きていくつもりなの

で、そうやって世の中でも公言しています。余

計なおせっかいかもしれませんけど。いずれに

せよ、そういう意味でいうと、エールというの

は、二重の意味、三重の意味でも世論調査に送

りたいなというふうに思っています。雑駁な話

ですけど、これが今回の総選挙を通じて感じた

ことです。 
  
政党支持から「そのつど支持」へ 

 
最後に、これは簡単なコメントでやめておき

ますが、「政党支持からそのつど支持へ」と。

これは私の持論なのですけれど、２００５年の

総選挙のときにも、「そのつど支持」という言

葉を私が使って、少し話題にしていただいたの

です。何かというと、世の中の人たちがみんな

無党派になったのに、いまさら無党派を特別扱

いして、全部その投票行動、あるいは結果の責

任をなすりつけて、無党派の動向が、無党派が

雌雄を決するという、そういう解釈の仕方とい

うのは、ただの思考停止じゃないのという思い

があって、「無党派層」という言葉を壊したか

ったので、当て馬として「そのつど支持」とい

う言葉を使いました。 
そのつど支持というのはどういう意味かと

いうと、特定の支持政党を持たず、選挙のたび

にそのつどどの政党を選ぶかという形の選択

をされる。いま世の中、こういう方が大半にな

ってきているのではないのかという意味合い

で、こういう概念を出しました。 
今回の総選挙の結果をみていると、まさにそ

れが実証されているので、さらに意を強くした

わけです。だから、「政党支持からそのつど支

持へ」という意味合いは何かというと、従来型

の政党支持というのは、今回もそうですけど、

融解しているわけで、「≒」と表現したように、

要は、政党支持者と無党派層の区別がなくなっ

たということです。このことがはっきりしたの

で、政党支持概念というのを組みかえて、新し

いものをもう一度構成しないと……。 
これは私自身の課題で、じゃあ、いまの支持

政党って何なの？ 通常の、いわゆる選挙とは

関係ないときに政党支持を聞くと、「比例でど

こへ入れますか」というのとは全く違う数値に

なってくるわけです。政党支持というのは本来、

投票行動の予測説明変数としてあるものなの

だけれど、投票行動を規定しないいまの支持政

党って一体何なの？ というのが一番問題で、

これは私自身への課題としてちょっと調べた

いなと思っています。 
いずれにせよ、「無党派」という言葉は、定

義と実態というものの対応関係がすごく難し

くて、社によっていろんな定義もあるし、いつ

聞いた無党派が無党派なのかというのは、その

ときのとらえ方で随分変わってくると思うの

です。 
 
スイングボートをどうみるか 
 
中井さんからの質問は、今回の総選挙で、小

選挙区でみた場合に、民主党の得票率、自民党
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の得票率ということからいうと、それぞれが前

回と比べて１０％増え、１０％減っている。有

権者全体からみると７％程度の、そこのところ

で決まっているんじゃないのと。だから、そこ

のスイングボートをどうみるかというのがポ

イントじゃないか、というようなお話なのです

けど、これは、経験則的にいうと、確かにスイ

ングボートみたいな形で、ドライブとかその時

の風ということもある。それからあと、日本の

場合は投票率の増減というのが大きなポイン

トになる。じゃあ、投票率の増減というものが

どういう結果を及ぼすかというと、非ランダム

現象として起こる。確かにそれはそうだと思い

ます。一方向に割とドライブがかかる。そのこ

とは、もちろんそうなんですが、ただ、１０％

のランドスライドが起こるためには、地下では

相当のエネルギーが必要だと。これも確かなこ

とだと思います。 
どういうことかというと、こちらからこちら

へ、表面的には正味は１０％シフトしたように

みえるんだけど、でも、この１０％のシフト、

その陰には当然こちらからこちらに行った分

もあるし、こちらからこちらに行った分もある

わけです。ですから、極端な話、この差し引き

の１０％のためには、ＡからＢへの２０％、Ｂ

からＡへの１０％。その差し引きとしての１０

という、こういう動きが必ずあってその１０％

が起きているわけです。 
なおかつ、いってみればスイングボーターと

いうのはライクリーボーターというか、いつも

投票して、どっちかにというのはあるんだけれ

ど、日本の無党派というのは、むしろ、コンテ

ィンジェントボーターといったらいいのか、日

本語でいうと散発的投票者という側面も併せ

持っているのです。 
日本の無党派は、そのつどどこに投票するか、

早い話が今は選択の幅ないし許容範囲を自民

と民主の両方に持っている人が大半になって

きたよと。それはもう年代を問わずそうなって

きたということなんですけれど、その前に、実

は日本のいわゆる無党派、言い換えれば、その

つど支持にとってもう一つのポイントという

のは、今回投票するかどうかという問題なので

す。自分の１票を投じる意味があるの？ 今回

の選挙って何の選挙なの？ 自分が１票を投

じるというのはどういう意味なの？ それが

結果との対応関係で自覚できるかどうか。自分

の１票を投じるときに、全体の結果との対応関

係、いわゆる１票のリアリティーを感じられる

かどうかというのがすごく大事なポイントです。 
したがって、スイングということは、正味で

１０％かもしれないけれども、そこには新たに

加わったり、今回はやめたりというのも入るわ

けですから、それを加えると、実は相当程度の

スライドというか、移動というのが起こってい

るわけです。これはかなりのエネルギーが必要

だったのだというふうに思います、このご質問

に関しては。 
だからこそ、そこのところだけとらえてどう

みるかという戦略については、固定票はもう無

視して、投票する人だけ、動きがあるところだ

けとらえればいいじゃないか。確かにそうなん

ですが、そこをどうとらえるかこそが、実は一

番難しいということだと思います。 
 
アナウンスメント効果はなかった 

 
したがって、ご質問にもあったのですけど、

今回、事前の予測で、民主党の圧勝で３００を

はるかに超えるという割には、出口もそうだけ

れども、それほどでもなかった。そのアナウン

ス効果はどうだったのか。これは、よくわかり

ませんけど、僕は、基本的にはアナウンス効果

とかアナウンスメント効果というのはなかっ

たと思っています。出口の結果に対して、川戸

さんを横にしてちょっといいにくいし、テレビ

の出口に関してどうだというのは、僕にはちょ

っとわからないんですけれど、少なくとも１週

間前とかの大きな世論調査で各社が予測をさ

れた数値に関して、「民主党、勝たせ過ぎだな

というので、ちょっと留保がついて、最後のと

ころで少し揺れ戻しがあった」という解釈がな

されているようですが、私は、それはなかった

というふうに思っています。 
それは何かというと、さっきもいったように、
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いまのＲＤＤを中心とした世論調査の精度か

らいって、あれは、いってみれば、いまの時点

で強いところが余計に強く出るわけで、いまの

世論調査の精度だと、あそこが精いっぱいだろ

う。誤差といえば誤差かもしれないし、当日の

投票者とのずれということでいえば、そうかも

しれないので、要は、アナウンスメント効果と

いうことではなくて、そのことによって世の中

の人たちが行動をこちら側へ少しシフトした

ということではなくて、もともと少しオーバー

エスティメートだったという、それだけのこと

かなと。別な言い方をすれば、調査の精度とい

うよりも、やっぱり新しい政治意識や政党支持

や投票行動に合わせたような予測のノウハウ

というのが問われているんでしょ、ということ

だと思います。 
確かに、昔の、社会党にげたを履かせる５５

年体制モデルというのは、さすがにもう淘汰さ

れましたけど、だからといって、民主党が野党

でなくなるわけですから、そうすると、生の数

字しかもう根拠はないわけで、予測というのは

当然モデルですから、いままでの経験則でしか

立てられないわけですよね。そういうことがい

ま一番の課題で、こういう意味でも世論調査の

せいにするというのは、ちょっと酷じゃないか

なというふうに、この点に関しては思います。 
いただいた時間が１時間なので、残りの時間

は皆さんの糾弾をいただければと思います。あ

りがとうございました。 
  

質疑応答 
 
有権者への説明責任と相乗り調査 
 
司会・川戸惠子企画委員（ＴＢＳ） どうも

ありがとうございました。 
私のほうから伺いたいんですけど、相乗りの

問題です。アメリカでは、ある会社が一つにま

とめて、それをもとにみんなが分析してという

ことがあります。それと先生のおっしゃってい

た相乗りというのは、また意味が違って、今回

は某社と某社が共同でやって、それをさも自分

たちがメーンでしたような形でやって、それで

有権者のほうが迷うと。こういう意味にとって

いいんですか。 
 
松本 私がいま問題にしているのは説明責

任ですね。アメリカのような、出口を相乗りで

というのは、同じ情報を使ってそれぞれが予測

を競い合うという、まさにノウハウ勝負なわけ

ですよね。それはそれで問題があって、前にＣ

ＢＳのフランコビックさんにお聞きしたとき

には、相乗りになってお互いが金を出し合うわ

けで、そうすると、当然、それぞれの社で質問

をどうするかというのが、なかなか調整がつか

ない。当然、金を出している以上、「うちはこ

ういう質問をしたい」と。そうすると、権威的

な仕切り役がいないとね、という話を聞いたこ

とはありますけれども、まあ、それはそういう

ことだと思います。 
私がいま、相乗りという問題をいうのは、有

権者に対してどういう説明をされていますか、

ということです。要するに、世論調査とマーケ

ティング調査の違いははっきりしていて、世論

調査というのは、社会の対象者、相手に聞いて

――そこは同じなんですけど――その結果を

もう一度お返しする。マーケティング調査とい

うのは売れ筋調査なのだから、それを公表する

必要はないわけです。 
そういう意味でいうと、世論調査というのは、

聞いた結果を社会にお返ししますと。プロセス

も含めて、こういうやり方でこうやって、こう

しましたと。そこが世論調査の定義というより

も、世論調査の条件だと思うのです。だから、

そこの信頼関係でしか成り立たないものをき

ちんと説明することが必要だと思うんだけど

……。 
 
司会 説明をする責任がある。 
 
松本 そういうことですね。微妙だなという

気がしているんだという、そういうことです。 
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司会 それともう一つは、今回、女性誌にま

で「３００小選挙区の当落」というのが出てき

て、びっくりしたんですけど、毎週出てくる週

刊誌、これが出ると売れ行きが全然違うんだそ

うです。これと支持率、世論調査政治みたいな

ところの関係、この風潮はどういうふうにお考

えになっていますか。 
 
世論調査サイクルが組み込まれた社会 

 
松本 こういう調査結果というものに対し

て、世の中の人たちがどれだけ関心を持ってい

るかというと、当然、何かあったらすぐ調査が

行われて、２日後ぐらいには結果が出て、こう

だというふうになるものだろうという感じに

組み込まれている。政治過程だけじゃなくて、

政治社会において、そういう世論調査サイクル

みたいのがすでにビルトインされているなと

いう気はします。 
ただ、よくいわれるように、早く選挙の動向

とか、こういうことを出すことによって世の中

の関心が高まって、いま川戸さんがおっしゃっ

たように、新聞なんかの売れ行きが上がるんで

すよという話は聞きます。その点に関しては、

逆にいうと、いま、投票行動ということからい

うと、「そのつど投票」というのはそのとき限

りで、その選挙限りの行動として後に尾を引か

ないというような……。だから、そんなに急い

でどうするの？ 逆にいうと、早くみんな忘れ

るために急いでやっているのという気がして

いるので、前倒しで早くやって関心を高めて、

ずうっとその関心が長もちするのだろうかと

も思いますけどね。ちょっとお答えになってな

いかもしれないけど。 
  
個人に到達できる郵送調査法 

 
質問 ＲＤＤというのは、基本的に選挙の本

番しかやっていませんけれども、選挙前には郵

送法でやります。その郵送法を自分たちも信頼

性が高いと思っているんですが、先生の話では、

見直されているという話がございました。どう

いうふうに見直されているか、具体的な例とか

いうものがありましたら教えていただきたい。 
それと、郵送法でやりましても、回収率が、

選挙の場合は、やっぱり６割ぐらいに落ちてき

ています、うちの場合は。このレベルはどうい

うふうにみればよろしいんでしょうか。 
 
松本 郵送調査が見直されているといって

いるのは、逆の意味でいったのです。旧来は、

郵送調査というのは回収率も上がらないし、そ

れからもう一つ何かというと、対象者が本当に

答えているかどうかわからないからというこ

とで、ちょっと劣位に置かれていたんだけど、

いま世の中がこう変わってきていて、人と人と

が相対しないという前提で世の中、成り立って

いますよね。フェース・トゥ・フェースはおろ

か、ボイス・トゥ・ボイスでもつき合わない。

人と相対するということを断るためにああい

うインターホンやオートロックがある。だから、

そうなってきたときに、郵送ぐらいしか対象者

にリーチしないだろう。見直しというのは、い

い意味で郵送調査が見直されてきているよ、と

いう意味合いでいいましたので、いまおっしゃ

られたこととは逆の文脈です。 
アメリカなんかでも、いま、確かに郵送法が

見直されてきていて、もうＲＤＤにかわってい

るというような感じのところがあります。昔の

面接を思い出していただければわかるんです

けれど、有権者名簿から抜いてミニチュアをつ

くりますね。それでそのお相手にどうやって到

達するかといったときに、目当ての個人に到達

するということからいうと、郵送ぐらいしかい

ま成り立たないんじゃないかというふうに思

います。 
別な言い方をすると、いまの日本の家庭はま

だ崩れてないところがあって、答えるか、答え

ないかは別にして、対象者本人までは郵送が一

番到達する。そういう意味で郵送法が見直され

ているということです。 
あと、回収率ということからいうと、全国調

査で６割ぐらいだったら、まあ、その辺が許容
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範囲かなと思うんだけど、郵送調査の大変なと

ころは、はっきりいってほとんど職人芸的なス

キルが必要だということです。要は、細かいこ

との積み重ねというところで回収率を少しず

つ上げていく、ここがポイントなのです。 
ＲＤＤなんていうのはマニュアル化されて

いて、どこがどうやっても大体似たような結果

が出てくる、回収率も同じような形になってく

るというところがあるんだけど、郵送調査とい

うのは、当然、自前でやるわけですけど、まぁ

外注してもいいんですが、いずれにせよ実施す

る側のスキルで回収率の違いがこんなに出て

くる、そういう調査です。それだけははっきり

いえると思います。 
 
インターネット調査はコントロールできる 

 
質問 質問は２つあります。１つはさっきの

合同調査で、そういうことをやったということ

を明記すれば、それでよろしいかどうか。今度

の場合は、Ａ社とＢ社それぞれ、「これはこう

いうふうにやりました」といえば、それでいい

のかどうか。どういうふうにお考えかというこ

とが一つ。 
それからもう一つは、ネット調査は回答を事

前にも事後にも合理的にコントロールできる

というのが、もう少しご説明いただきたい。普

通のＲＤＤもそんなことができるのか、できな

いのか、その違いを教えていただきたい。 
 
松本 合同調査をどうしろと私に問われて

も困るんですけれども……。 
建前論からすると、当然、紙面上でも「我が

社と何社の共同世論調査によると…」という書

き方というのが、一つあり方として求められる

のかなというふうに思います。 
 
質問 そういえば社会的に免責されるのか。 
 
松本 免責されるかどうかはわかりません

けど、それがマナーじゃないのという意味です、

私のいいたいことは。 
それをしろといっているわけでもないし、そ

れができるのというふうにいっているわけで

もないんですけれども、そういうことなのかな

という気はしています。ただ、そう表記しても、

世の中の人たち、そんなに驚かないと思います、

個人的には。 
インターネット調査に関しては、要は、一人

一人の回答を後から全部捕捉できてしまうの

で、いろんな設計ができるのです。例えば、わ

からないとか答えないという回答を許容しな

いというコントロールの仕方もできます。例え

ば郵送だと、本人が答えているか、答えてない

かというさっきの問題があったんだけれど、僕

は、割とその人が答えているので、信頼性が高

いと思うんですけれど。要するに、どういう答

え方をしようと、気に入らない質問には全部答

えなければいいし、例えば見開き４ページ物な

んかであったりすると、１枚目と４枚目だけ書

いて、真ん中は全部白紙とか、それから面倒く

さいやつは全部すっ飛ばせばいいし、自由回答

なんていうのは無記入でも構わない。これは当

然、相手本位、でも、それも世論だと思うんで

すよ、そういうことからいうと。 
ネットの場合は、それをさせないというコン

トロールの仕方ができるわけです。例えば無回

答だったら次の質問へ進めないとか、そんなこ

とはすぐできますし、個票として残っているだ

けではなく、データとして残っているので、処

理がいくらでもできるということです。事前に

も事後にもというのは、そういう意味です。 
 
方法論を確立できない出口調査 

 
質問 昔は開票が進んでこないと、当選はな

かなかいわなかったんですが、もう８時の段階

で当確、出しちゃいますね。そうすると、出口

調査はかなり大きなウエートを占めてきたの

ではないか。ＲＤＤの上にどういう出口調査が

出てきたときに、あんなに早くそういう結果を

出せるのか、学者のほうからの見解を伺いたい。 
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松本 ＲＤＤの話からいうと、確かに、参議

院選挙の各県区が１区で、なおかつ、参院選と

いうのは、候補者要因よりも政党要因のほうが

強く出ますので、予測は、当落ということから

いうと、ＲＤＤのいまの精度で多分通用するん

だと思います。 
それに対して、衆議院の場合は、今回もそう

だと思いますけれども、接戦になったところで

いうと、いまの精度ではなかなか難しい。さっ

きいったお話のとおりです。 
それで当日の当落判定というか、事前予測じ

ゃなくて、当日予測のほうに関して、出口調査

がどうやられていて、それはどう問題なのかと

いうのは、これは川戸さんのほうがお詳しいと

思うんです。ただちょっと気になることをいう

と、出口調査の現場によく立ち会うんですけれ

ど、相当断られていますよね。はっきりいって

ランダムにとろうとしてもとれないんですよ。 
だから、出口調査というのは、方法論という

のをきちっと確立できないんです。それは、現

場次第だから。投票所へ行ってみると、入り口

が２つも３つもあるところもあれば、１つだけ

のところもあるし、選管の対応で、中まで入れ

てくれるところもあれば、外でやれというとこ

ろもあるし、それから２社も３社も競合すると

ころもあったり、マニュアルどおりにできない

ということがよくわかります。 
それから、現場に行くと、声をかけた人のう

ちのどれだけが答えてくれるか。こういうこと

もやっぱり相当あると思います。今回のような

場合は、民主党に入れたという人は答えやすい

から、みんな答えてくれるだろうけれど、自民

党に入れた人はどれだけ捕捉できたのかなと

いうと、それはなかなかつらいと思いますよね。

いいにくいですもんね。 
日本の場合、面前ではっきり意見をいうのを

嫌う、世論調査に向いてないとずうっといわれ

てきているので、出口調査のやり方も、いわゆ

る口頭のやりとりではなくて、いまだに紙に書

いてもらってボックスに入れていただくとい

うやり方をしている。それでもなかなか答えを

とりにくいところがある。 

ただ、問題として、そういうことをちゃんと

捕捉しているんだろうか。社によって、やって

おられるところもあるし、やられないところも

あるので、「うちはちゃんとやっているよ」と

いう方には失礼なんですけど。 
アメリカなんかは出口調査の回収率を出し

ていますし、それから、どれだけ答えてくれて、

どれだけ答えられてなかった。逆にいうと、答

えをもらえなかった人の男女比、あと、年齢、

正確には答えてくれないのでわかりませんけ

ど、大体の目見当でこういう形の人がこれだけ

答えてもらってないと。そういうことをきちっ

と捕捉しております。もっと細かくいうと、調

査員が年配の人の場合とか若い人の場合、対象

者とのやりとりはどうかというようなところ

も捕捉していますので、やっぱり日本の出口調

査というのも、当然そのくらいはしてもいいの

かなとは思います、課題としては。 
もう一点は、やっぱり期日前ですよね。1,400

万人が期日前をやるということになると、そこ

をほうっておけないし、それから 1,400 万人に

なると、昔いわれたように、期日前に投票する

人は特定のところだからというのではなくて、

かなりバランスがとれてくるようになるとす

ると、じゃあ、事前にその動向を探っておかな

きゃという話になってきて、これ、やらざるを

得なくなると思います。 
ギャラップみたいに、事前の予測調査のとこ

ろで「あなたは、もう投票しましたか」と聞く

質問を入れていますが、そんなような形で期日

前を追うのか、それとも、いま一部の社がやら

れているように、その投票所に張りついて、あ

あいう形をやられるのか。その辺の方法論もや

っぱり課題だろうなと思います。 
  
世論操作まで行かないいまの状況で 

とどめる 
 
質問 開票率０％で（当確を）どんどん出し

ていました。昔はそんなことはしなくて、特に

ＮＨＫの場合は、相当開票が進んでから「当確」

を出していたんですけど、それが随分変わった
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なというふうに、みていましたけどね。 
 

司会 そうですね。昔はって、前回までは、

少なくとも投票箱をあけるまでは当確を打た

かなったんです。今回はそれをもうなくして、

８時頭で、まあ、世の中の流れじゃないけれど

も……。そういう傾向がいいのかどうか。 
 
松本 そうですね。業界用語で「ゼロ当」と

いうんでしょう。（笑） 
 
司会 そうです。ゼロ当確……。（笑） 
でも、こういった世論調査と政治的な関係、

先ほどちょっと気になったのは、これがあまり

にも過ぎると、これを利用するために世論を操

作しようとするとおっしゃいましたけれども、

そんな危惧は大きいんでしょうか。 
 
松本 そこまで行ってないところでとどめ

たほうがいいんじゃないか。いまはそこまで行

ってないでしょう。だから、先ほど、それぞれ

の政党で、自民党さんなんか、僕も聞き伝えで

しかないけれども、オートコールをマシンを使

ってやっている。でも、それは、あくまでも情

勢を分析する、そのたぐいであって、いまの世

論の動向を探る、それで右往左往するというと

ころにとどまっているわけですから、その辺の

ところでいまとどまっているところが一番無

難じゃないかというイメージです。 
だから、確かにフォーカスグループみたいな

形で、いま、どの政策を打っていくと効果的か

と。それは、あなたたちが思っていることはこ

ういうことですよと世論を押しつけていく、つ

くっていくわけですよね。そういうところまで

は行ってない。 
それから、今回、候補者の努力というか、個

人レベルでの選挙キャンペーンで得票を得て

いくというのがなかなか難しくなってきてい

て、そういう意味でいうと、戦略を立てにくく

なってきているんだけれど、そういう点からい

うと、政党という単位で政策というものを打ち

出していくような選挙戦以外、やりようがなく

なってきているので、その辺はいまのこの状況

でとどめておくのが一番いいのではないかと

思います。 
 
質問の最後のところが耳に残る 

 
司会 そうですね。事後の世論調査というの

も、皆さん、そろそろ始めていらっしゃるよう

で、鳩山内閣の支持率がどこも７０％を超えて

いますけれども、かといって、片方の政策のほ

うの支持率は、例えば道路公団の民営化とか、

それから年金の問題でもかなり低いわけです

よね。そこら辺をどういうふうに読めばいいの

か。 
 
松本 まあ、聞き方がね……。 
 
司会 やっぱり聞き方の問題なんですか、世

論調査は。 
 
松本 ただ単に手当だけ出して、「これ、賛

成ですか、反対ですか」というと、それは、「反

対」といいにくいところがある。でも、一番最

後のところに、「この財源には何かを使います」

とか、「この分に関しては、こういうトレード

オフのあれがありますよ」とかいったら、当然、

ＲＤＤというのは、最後のところが耳に残りま

すので、一番おしまいのところがききますので、

どうやったって否定的な回答が多くなるだろ

うなと思います。 
ということは、早い話が、そういう中身に関

してはあまり気にとめないで投票されたとい

うことははっきりしている。それから、その点

に関して聞き方を変える、こういう聞き方をす

ると賛成が多くなって、こういうネガティブな

ところを最後に留保していくと、今度反対がこ

うひっくり返るわけですから、それはこれから

どういうふうに受けとめられるかにかかって

くる。皆さん、中身に関してはほとんどご存じ

なかったという、それだけのことかなという気
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はしますけどね。 
  
多数派からはずれる不安感 

――「負け馬効果」 

 
質問 前回の総選挙と今回の総選挙と、世論

調査の事前のデータと実際の投票結果を調べ

たところ、前回のときも自民党がデータ以上に

勝ったし、議席をとっている。今回も民主党が

圧倒的にとっているわけです。最近の有権者と

いうか、無党派層なのかどうかわかりませんけ

ど、一つのムードというか、勝ち馬に乗るとい

うか、そういう傾向が強くなっているな気がす

るんですが、その辺の世論調査の功罪について、

先生のご意見をお聞きしたいと思います。 
 
松本 勝ち馬に乗るほうが多いだろうとい

うのは、多分そうでしょうね。いま、自分をと

りあえず多数派に置いて、安心しておきたいと

いうのがありますよね。だから、自分をいまの

社会の多数のほうに置くというか、そこから自

分が外れるということに対する不安というか、

恐怖感というのが結構皆さん、おありです。あ

えてそこを踏み越えて自分を置いておく、そう

いうことはなかなかしづらいだろうなと思い

ます。昔いわれたような、underdog effect み
たいな、弱いほうを応援してあげてというのは、

「あー、なんだ、だめなんだ」というので、か

えってなえちゃうんじゃないですか。だから、

勝ち馬効果に対して、いまいえるのは、負け馬

効果はあるかもしれないけれどもというよう

な、そういう気はしますね。 
 
微妙に外れながらも許容範囲は守る 

――世論調査のあり方 

 
それから世論調査の功罪とかいうことから

いうと、やり過ぎは困るけど、でも、やっぱり

判断基準というのはほかにないわけで、世論調

査の結果は世論なんですよ。何が世論かという

と、それしかないと思っていますので。だから、

それがなくなっちゃったら、判断基準というも

のがなくなるのではないか。逆にいえば、予測

や予測報道の社会的な役割ということからい

うと、やっぱり微妙に外れながら続いていくと

いうのが一番いいところかなと。選挙予測のと

おりになっちゃうと本番の意味がないので、シ

ミュレーションがすべて決めちゃうので、だっ

たら、本番をやる意味がないじゃないか。でも、

外れ過ぎると、世論調査って何なんだと。 
結局、新聞社の世論調査の信頼というのは選

挙予測が当たるというところ、品質基準がそれ

しかないので、世論調査というのは、選挙予測

というか、予測調査とかというものと一蓮托生

なんですよね。 
だから、その辺でいうと、微妙に外れながら

というか、時々外れながら、しかしながら、許

容範囲を守っていくというのが、世論調査のあ

り方としては一番いいところかなという気は

しますけどね。 
 
司会 あくまでもその時々の世論なわけで

すね。 
 
松本 ええ、そうです。 
 
司会 １週間前の世論といまの世論は違う

ということを肝に銘じておけばいいと。 
松本 そう思いますね。だから、投票日が日

曜日なのに、そのシミュレーションの調査を日

曜日にやらなくてどうなの？ という気はし

ますよね。 
 
司会 いま、そうですね。さっきの早出し競

争の話ですね。 
 
松本 そうそう。それはそう思います。 
 

司会 わかりました。きょうはありがとうご

ざいました。 
文責・編集部 


